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伊方原発の再稼働及び再稼働を前提とした電力料金値上げを行わないことを求める 

要請書 

 電力の安定供給に関する貴職のとりくみに敬意を表します。 

さて、貴職は、2月 20 日、2013 年 7 月からの電気料金値上げを申請され、同時に、

今回の値上げは、伊方 7月再稼働を前提としていることを公表されました。しかし、貴

職が公表された資料から判断すると、その原価には、少なく見積もっても 1000 億円の

原発費用が含まれており、貴職が不足額としている 625 億円を上回り、原発廃炉を決定

すれば、むしろ電気料金は下げられるものであることが明らかです。 

また、原子力規制委員会による新安全基準案が公表されていますが、「加圧水型原

子炉（ＰＷＲ）」については、ベント設備設置の猶予期間が設けられる見込みといわ

れており、再稼働の第 1 候補は伊方３号機といわれている中で、今回の申請は、貴職

の再稼働への強い決意を示したものだと受け止められます。 

これまで私たちが度重ねて申し入れてきたように、伊方原発の沖合６㎞には、中央構

造線が走っており、政府の地震調査会でも、「佐田岬沖の活断層が動く可能性があり、

その際にはＭ８クラスの地震発生があり得る」ことを指摘するなど、伊方原発は南海連

動地震等の地震の危険性に直面しています。伊方原発の耐震地震動は５７０ガルですが、

Ｍ８クラスの地震では、２０００ガルを超える揺れが想定され、高知大学の岡村教授は

「４０００ガルを超すこともあり得る」と述べています。その際には、地震動自体によ

って、制御棒挿入の失敗など緊急停止機能が稼働せず、福島原発事故を上回る事故を引

き起こす可能性があります。

さらに、プルサーマル発電に使用するＭＯＸ燃料自体の強毒性や制御棒への影響や

「ステップ 2 燃料」との併用により双方の危険性が重複するという他の原発にも増し
ての危険性を持っています。このほかにも、老朽化に伴う金属疲労・腐食や応力腐食割

れ、中性子照射脆化・加圧衝撃による機器の脆弱性など、さまざまな危険性が指摘され

ているところです。

四国内においては、昨年夏においても電力不足は生じなかったのであり、過去１０年

においても、伊方原発による発電量がなければ電力不足を生じたという電力使用状況は

一度もありません。

以上のことを踏まえ、緊急の課題として申し入れます下記のことについて、早急に貴



職の考え方をお示しいただくよう要請します。

記

１． 伊方原発の再稼働には、何らの正当性もないのであり、再稼働計画を断念する

こと。

２． 伊方原発再稼働を前提とした今回の電力料金値上げ申請を撤回すること。 


